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2022 年 4 月 1 日 

日本取引所グループ 

 

㈱日本取引所グループ、㈱東京証券取引所、㈱大阪取引所、㈱東京商品取引所、

㈱ＪＰＸ総研及び日本取引所自主規制法人（以下、6法人をあわせて「日本取引所

グループ」といいます。）では、様々なリスクが発現した場合であっても、社会イ

ンフラとしての責務を果たすため、業務を堅実かつ安定的に継続できる体制の整備

に努めております。具体的には、自然災害、システム障害、テロ行為及び新型イン

フルエンザの流行等、多様なリスクに対応するため、リスクが発現した場合の業務

継続に関する基本方針、体制、手順等を定めたＢＣＰ（緊急時事業継続計画）を策

定しております。 

また、ＢＣＰについては、取引参加者をはじめとする関係機関にもできる限り広

く知っていただくことが重要であるとの考えから、セキュリティ等の面で問題とな

らない範囲で公表しております。 

 

 

１． 基本的な考え方 

本ＢＣＰは、全社的な事業継続に係る基本方針を明確にすることを目的とする

ものです。 

リスクが顕在化した際に可能な限り事業継続を図ることにより、取引参加者、

上場会社、投資家等のステークホルダーへの影響を最小化することを目的とし、

また、事業継続による日本取引所グループ等の企業価値の源泉たるブランド力の

向上及び我が国証券市場、商品先物市場の信頼性の向上を目的としております。 

また、取引所市場で行われる売買・取引の継続にかかる基本的考え方について

は、ＢＣＰの中核をなすものであり、市場参加者の皆様にも広く知っていただく

ことが重要であるとの認識から、それぞれの市場ごとに「コンティンジェンシー・

プラン」として公表しております。 

コンティンジェンシー・プランは、日本取引所グループ等または、外部関係機

関のシステム障害、地震・風水害等の自然災害、テロ行為、社会インフラ停止等

により、売買・取引を継続することが困難な場合における売買継続に関する基本

的な対応を定めたものです。 



２． 再開目標 

ＢＣＰに基づく事業継続にあたっては、提供する事業を可能な限り継続し、止

むを得ず中断する場合には可能な限り早期の再開を目指すことを基本としつつ、

大規模地震等、事業継続に甚大な影響を及ぼすリスクが発現した場合であっても、

リスクの発現後、概ね２４時間以内に必要な業務を再開し、可能な限り取引日を

空けずに両取引所市場における売買・取引を再開することが可能な状態を構築す

ることを目標としております。 

この目標を達成するため、プライマリセンタ（システムが稼働しているデータ

センタ）との同時被災を回避することが可能と考えられる立地において、セカン

ダリセンタ（バックアップのデータセンタ）の構築を進めております。基幹系シ

ステムを中心にバックアップシステムの構築は概ね完了しておりますが、さらな

るバックアップ態勢の充実を図るべく対応を順次実施するなど、事業継続体制の

強化に取り組んでおります。 

 

３． 対象とする範囲 

（１）想定するリスク 

本ＢＣＰは、業務停止につながる想定リスクを、原因事象及び結果事象の組み

合わせとして整理することにより、可能な限り幅広いケースへの対応を網羅する

ものとしております。 

原因事象としては、地震・風水害等の自然災害、システム障害、電力・通信等

の社会インフラの停止、物理的破壊行為・サイバーテロ等のテロ行為、新型イン

フルエンザの流行等を想定しており、原因事象が発生することによりもたらされ

る結果事象としては、建物の利用不能、システムの利用不能、人員の不足、外部

機関の停止等を想定しております。 

 

（２）適用範囲 

本ＢＣＰは、日本取引所グループの役職員（海外駐在員及び現地秘書を含む）、

日本取引所グループの建物に常駐する派遣社員、システム開発・運用業者等の外

部人員に適用するものとして策定されております。 

また、取引参加者をはじめとする外部関係機関につきましては、日本取引所グ

ループの事業継続と密接な関係を有する先も少なくないことから、コンティンジ

ェンシー・プラン等について、あらかじめご承知おきいただくとともに、平時か

ら連絡体制の整備等を行っていくことが重要と考えております。 

さらに、災害発生時に日本取引所グループの建物内にいる来客者、見学者等に

ついては、あらかじめ対応する部署を明確にすることにより、リスクが顕在化し

た際に速やかに適用することとしております。 



 

４． 結果事象ごとの対応方針 

本ＢＣＰは、結果事象を下記の３つに分類し、それぞれについて、対応方針を

定めることにより、想定されるリスクが顕在化した際にも必要最小限の事業を可

能な限り継続するための体制・手順を定めております。また、各担当部署にて行

われる事業継続のための作業については、部署ごとに詳細マニュアルを整備して

おり、有事における円滑な事業継続が可能な体制を構築しております。 

  

（１） プライマリセンタの利用継続を前提とした対応 

当該事象は、大規模地震、風水害、テロ行為等により、日本取引所グループ

や外部機関は被害を受けているものの、プライマリセンタの利用は引き続き可

能な場合を指します。 

当該事象が発生した際には、 

① ＢＣＰ対策本部の設置 

② 状況の把握 

③ 対応案の検討・決定 

④ 外部への連絡 

⑤ 外部関係機関の被害・復旧状況の把握 

⑥ 必要資源の調達 

⑦ 代替運用の実施（代替オフィスにおける売買・取引を中心とした業務遂

行等） 

⑧ 本格復旧への準備 

等の対応を行います。 

当該事象の発生時には、代替オフィスにおける業務遂行等により、可能な限

り、売買・取引を継続するよう努めますが、コンティンジェンシー・プランの

基準を満たした場合は売買・取引を停止いたします。 

 

（２） セカンダリセンタへの切替えを前提とした対応 

当該事象は、テロ、大規模火災等により、プライマリセンタが局所的に被害

を受けている場合、または、首都直下型地震等により、日本取引所グループ、

プライマリセンタ及び外部機関が同時に被害を受けており、セカンダリセンタ

への切替えが必要となる場合を指します。 

当該事象の発生時には、コンティンジェンシー・プランの適用により、売買

取引を一時停止することが想定されますが、セカンダリセンタへの切替えを行

うことにより、可能な限り早期に売買・取引を再開いたします。（セカンダリ

センタへの切替えによる売買・取引の再開は２４時間以内を目標としますが、



当日中の再開は行いません。） 

 

（３） システム障害 

システム障害は、システムのハード障害、アプリケーション障害、通信回線

障害等により、日本取引所グループの情報システムが利用不能となった場合を

指します。 

システム障害が発生した際には、担当部を中心に初動対応を行うとともに、

障害の影響を調査し、障害レベルに応じてシステム対策本部を立上げ対応しま

す。システム障害が重度で、長期間継続してシステムが利用不能となる場合に

は、ＢＣＰ対策本部を設置し、（１）と同様の対応を実施します。 

システム障害発生時においても、可能な限り、売買・取引等を継続するよう

努めますが、重度のシステム障害が発生した場合など、コンティンジェンシ

ー・プランの基準を満たした場合は売買・取引を停止いたします。 

 

５． 対応のための体制整備 

「４．結果事象ごとの対応方針」に記載された対応をとるために、以下の体

制・インフラの整備を行っております。 

 

（１）ＢＣＰ対策本部 

リスクが顕在化した際に、所要の対応を迅速かつ的確に行うため、ＢＣＰ対

策本部を設置し、被害状況及び事業継続状況の把握、外部機関との連絡等を行

うとともに、必要な意思決定を行うこととしております。 

 

（２）人員の確保 

夜間・休日にリスクが顕在化した際に、必要人員を確保するために、あらか

じめ初期対応にあたる人員を定めております。また、役職員をはじめとする人

員の安否を速やかに確認するとともに、機動的な人員確保を可能とするために、

安否確認システムを導入しております。 

 

（３）通信手段の確保 

リスクが顕在化した際に、日本取引所グループ内外への連絡手段を確保する

ために、一般電話、FAX、災害時優先電話、携帯電話、電子メール、Ｔａｒｇ

ｅｔ、売買システムによる通知、衛星電話等の様々な通信手段を用意するとと

もに、外部関係機関との間で相互に連絡先を交換しております。 

 

（４）代替オフィス 



建物が利用不能となった場合に、通常使用している以外の場所で事業を継続

することができるよう、代替オフィスを用意し、あわせてリスクが顕在化した

際に代替オフィスに移動する人員を定めております。 

 

（５）データセンタ 

基幹システムについて、FISC(（財)金融情報システムセンタ)の「金融機関等

コンピュータシステムの安全対策基準」を全て満たし、かつ ISMS(情報セキュ

リティマネジメントシステム)認証を取得している堅牢なデータセンタに設置

しております。 

 

（６） テスト・教育研修 

ＢＣＰの内容が妥当であるかどうかの検証を行うとともに、リスクが顕在化

した際にＢＣＰに定める対応手順を円滑に行うため、ＢＣＰのテスト及び役職

員等への教育研修をそれぞれ年１回以上実施する体制を構築しております。 

 

６． 今後の課題 

リスクが顕在化した際の対応方針やそのための体制の概要は、以上のとおり

となっておりますが、ＢＣＰは、新たなリスクの発現や環境の変化にあわせて、

常に見直しを行っていく必要があるものです。 

日本取引所グループでは、今後とも業務継続体制の一層の充実を図るため、

本ＢＣＰについて、年１回以上の頻度で定期見直しを行うとともに、環境の変

化にあわせて、適時の見直しを行っていくこととしております。 

また、証券市場等全体としての事業継続体制の強化のためには、日本取引所

グループだけではなく、取引参加者をはじめとする市場関係者が連携して体制

整備を図っていくことが重要です。 

現在、証券市場全体のＢＣＰ について検討し、適宜必要な措置を講じてい

くため、自主規制機関（証券業協会、取引所）、証券会社、行政等の関係者で

構成する証券市場全体のＢＣＰ検討フォーラム（ＢＣＰフォーラム）が設置さ

れ、緊急連絡体制の整備や共同演習等の実施などについて議論がされておりま

す。 

日本取引所グループとしては、事業継続体制のさらなる強化のみならず、Ｂ

ＣＰフォーラムにおける議論等を通じて市場関係者の皆様との連携を深めつ

つ、証券市場全体のＢＣＰの機能強化についても積極的に取り組んでまいる所

存です。 

 

以 上 



【本件に関するお問合せ先】 

㈱日本取引所グループ 

総合企画部 

ＴＥＬ ０３-３６６６-１３６１（代表） 


